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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第50期

第３四半期連結
累計期間

第51期
第３四半期連結
累計期間

第50期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （千円） 14,443,234 14,355,013 19,135,159

経常利益 （千円） 710,524 1,044,043 799,628

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
(千円） 666,659 675,806 480,894

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 479,154 △247,711 89,937

純資産額 （千円） 12,373,134 11,649,451 11,983,917

総資産額 （千円） 20,743,585 19,433,389 19,944,770

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 435.07 441.06 313.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 440.05 －

自己資本比率 （％） 59.6 59.9 60.0

 

回次
第50期

第３四半期連結
会計期間

第51期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 129.35 194.90

　（注）１．売上高は、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第50期第３四半期連結累計期間及び第50

期は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

４．平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しました。これに伴い、前連結会計

年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府主導による経済対策や都市部及び被災地における再開発

需要などによって、緩やかな成長基調が維持されています。それに伴い、雇用環境は改善基調を維持しているもの

の、見送られた消費増税を見越した需要先食いの影響や、一般消費者の将来への根強い不安感が、個人消費の伸び

悩みの要因となっております。

　海外におきましては、アメリカ経済では12月にＦＲＢにより政策金利の利上げが発表され、労働市場動向や個人

消費の推移も堅調であることから、当面は好調に推移すると予測されておりますが、わが国経済に対する影響につ

いては新政権の動向に注視する必要があります。ヨーロッパ経済においては、イギリスではＥＵ離脱に伴う先行き

不安感が根強く、設備投資や個人消費の減速傾向は強まると見込まれます。また、ユーロ圏全体では失業率は低下

していますが、雇用対策が結実している国と対策途上の国が存在しており、各国景況の差異が拡大しております。

中国経済においては、公共投資の増大や自動車及び住宅販売の改善により、景気減速のスピードが一服しておりま

すが、小型車減税措置の減税率引き下げや住宅ローンの頭金比率引き上げなど、マイナス要因が発生していること

から、明確な回復基調への移行は未だ困難な状況です。

　当社グループの属する電子部品業界におきましては、12月には北米メーカー製ハイエンドスマートフォンの減産

が報じられましたが、中国系メーカーの台頭などによって、現在のところ電子部品業界全体への影響は軽減されて

おります。また、自動運転技術を中心とする自動車向け部品の需要は、当業界のもう一本の柱として順調に成長し

ております。

　このような状況下、当社グループは業務の見直しによる効率化と更なる技術の研鑽により、収益力の向上に努め

て参りました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は143億５千５百万円（前年同四半期比0.6％減）となりました。

また、営業利益は９億６千６百万円（同40.1％増）、経常利益は10億４千４百万円（同46.9％増）となりました。

特別損失に減損損失１億５千８百万円を計上しているため、親会社株主に帰属する四半期純利益は６億７千５百万

円（同1.3％増）となりました。

 

　製品群別の業績は、次のとおりであります。

① ＩＣ・トランジスタ用リードフレーム

　当製品群は、自動車向け、民生用機器向けが主なものであります。生産調整の局面もありましたが自動車の電装

化率の上昇により、引き続き堅調な推移を見せております。その結果、当製品群の売上高は53億円（前年同四半期

比2.9％減）となりました。

② オプト用リードフレーム

　当製品群は、ＬＥＤ用リードフレームが主なものであります。自動車向け、照明向けの需要が向上した影響で回

復基調にあります。その結果、当製品群の売上高は22億９千５百万円（同7.1％増）となりました。

③ コネクタ用部品

　当製品群は、スマートフォン向け、デジタル家電向けが主なものであります。特に、スマートフォン向け部品が

中心であり、中国メーカー向け部品の受注増加が北米メーカー向け部品の伸び悩みを補いました。その結果、当製

品群の売上高は62億８千６百万円（同0.7％減）となりました。

④ その他

　その他の製品群としては、リレー用部品が主なものであります。当製品群の売上高は４億７千２百万円（同

6.6％減）となりました。
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(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、４千７百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4）従業員数

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数（パートタイマー及び人材会社からの派遣社員等

の臨時雇用者を含む。）が206人増加し、1,718人となりました。これは、主に連結子会社であるENOMOTO

PHILIPPINE MANUFACTURING Inc.におけるコネクタ用部品の受注増により臨時雇用者が163人増加したことによるも

のであります。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境は、海外ではアメリカ経済が概ね好調に推移していることやヨーロッパ経済全

体としての回復、また中国経済の減速傾向の底入れといった好材料が存在しており、日本国内景気も緩やかながら

回復基調を維持しておりますが、社会保障制度に対する不安感に代表される生活防衛意識の高まり等が個人消費の

伸びを抑制しています。

　現在、当社の主力となっているスマートフォン及びタブレット型端末向けのコネクタ用部品の需要は、以前のよ

うな新興国市場における急激な需要増加は期待できませんが、モバイル市場拡大の中心的アイテムであることか

ら、今後も一定の水準は維持するものと見込んでおります。

　リードフレーム部門につきましても、オプト用リードフレームの受注環境は回復傾向にあり、ＩＣ・トランジス

タ用リードフレームについても自動車の電装化率の上昇による安定的な需要が見込まれるため、全体として堅調な

受注量を維持できるものと期待しております。

　当社グループは、今後も事業環境の変化や、その他様々なリスクを考慮しつつ、積極的な事業展開を推進して参

ります。

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループが対処すべき課題として、中期的な経営方針として掲げた項目の実現のために、特に年度ごとに経

営重点課題を設定して全社的な取り組みを推進しております。

　今春、2016年度から2020年度の５年間に当社グループの事業運営の指針となる、中期経営方針として『新たな価

値の創造～他社が真似のできないものづくりを追求する～』を掲げました。これは、これまで５年間にわたり運用

して参りました旧中期経営方針の主要テーマを維持しながら、当社が培ってきた技術力を最大限に活用し、更に上

のステージへ踏み出していくための決意を込めたものとなっております。

　また、１年目にあたる2016年度の経営重点テーマには「現状打破」を掲げました。旧来の技術・事業分野・慣

習・体質等に囚われず、経営資源の有効活用及び効率化を促進加速することにより、新たなビジネスモデルの確立

を図り、更に上のレベルの経営品質を目指します。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,760,000

計 3,760,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,534,840 同　左

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 1,534,840 同　左 － －

（注）「提出日現在発行数」には、平成29年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
△13,813,567 1,534,840 － 4,149,472 － 4,459,862

（注）平成28年10月１日付をもって10株を１株に株式併合し、発行済株式総数が13,813,567株減少しております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　25,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　15,266,000 　　　　15,266 －

単元未満株式 普通株式　　　57,407 － －

発行済株式総数 　　　　　15,348,407 － －

総株主の議決権 － 　　　　15,266 －

（注）平成28年６月29日開催の第50回定時株主総会の決議により、平成28年10月１日付で10株を１株とする株式併合及

び1,000株を100株とする単元株式数の変更を行っております。これにより、株式併合後の発行済み株式総数は

13,813,567株減少し、1,534,840株となっております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社エノモト
山梨県上野原市上野

原8154番地19
25,000 － 25,000 0.16

計 － 25,000 － 25,000 0.16

（注）１．平成28年６月29日開催の第50回定時株主総会の決議により、平成28年10月１日付で10株を１株とする株式併合

及び1,000株を100株とする単元株式数の変更を行っております。

２．当第３四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は2,700株、その発行済株式総数に対する所有割合は

0.17％であります。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　役員の異動

氏　　名 異　　動　　後 異　　動　　前 異 動 年 月 日

武内　延公 代表取締役社長

代表取締役社長

ENOMOTO HONG KONG Co.,Ltd.董事長

ZHONGSHAN ENOMOTO Co.,Ltd.董事長

平成28年10月１日

白鳥　 誉
取締役本社工場長

ENOMOTO HONG KONG Co.,Ltd.董事長
取締役本社工場長 平成28年10月１日

成田　幸則
取締役

ZHONGSHAN ENOMOTO Co.,Ltd.董事長

取締役

ZHONGSHAN ENOMOTO Co.,Ltd.董事総経理
平成28年10月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,972,901 2,522,366

受取手形及び売掛金 4,494,205 4,443,557

商品及び製品 631,400 547,279

仕掛品 1,042,344 804,750

原材料及び貯蔵品 852,384 924,115

未収入金 105,457 64,875

その他 60,645 104,884

貸倒引当金 △1,834 △2,093

流動資産合計 9,157,505 9,409,737

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,136,759 8,770,542

減価償却累計額及び減損損失累計額 △6,017,366 △5,985,795

建物及び構築物（純額） 3,119,393 2,784,746

機械装置及び運搬具 12,624,168 11,589,128

減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,482,727 △8,893,106

機械装置及び運搬具（純額） 3,141,441 2,696,022

工具、器具及び備品 3,420,467 3,313,331

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,120,826 △3,029,417

工具、器具及び備品（純額） 299,640 283,914

土地 2,999,326 2,892,955

建設仮勘定 44,602 100,999

有形固定資産合計 9,604,404 8,758,638

無形固定資産 100,252 81,710

投資その他の資産   

投資有価証券 737,838 833,647

退職給付に係る資産 134,860 124,674

繰延税金資産 24,552 31,641

その他 218,055 226,040

貸倒引当金 △32,700 △32,700

投資その他の資産合計 1,082,607 1,183,303

固定資産合計 10,787,264 10,023,652

資産合計 19,944,770 19,433,389
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,092,933 4,139,590

短期借入金 1,498,482 1,351,660

未払法人税等 132,509 101,224

賞与引当金 202,000 108,000

その他 737,896 887,215

流動負債合計 6,663,822 6,587,689

固定負債   

長期借入金 306,080 124,700

繰延税金負債 301,837 381,577

退職給付に係る負債 145,758 129,002

役員退職慰労引当金 112,876 112,876

その他 106,562 124,176

再評価に係る繰延税金負債 323,915 323,915

固定負債合計 1,297,030 1,196,248

負債合計 7,960,852 7,783,937

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,149,472 4,149,472

資本剰余金 4,459,862 4,459,862

利益剰余金 2,893,296 3,477,166

自己株式 △9,945 △10,355

株主資本合計 11,492,685 12,076,145

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 42,955 107,447

土地再評価差額金 △327,164 △327,164

為替換算調整勘定 782,463 △213,053

退職給付に係る調整累計額 △7,022 484

その他の包括利益累計額合計 491,231 △432,285

新株予約権 － 5,592

純資産合計 11,983,917 11,649,451

負債純資産合計 19,944,770 19,433,389
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 14,443,234 14,355,013

売上原価 12,373,227 11,947,112

売上総利益 2,070,006 2,407,901

販売費及び一般管理費 1,380,549 1,441,450

営業利益 689,456 966,450

営業外収益   

受取利息 5,982 4,745

受取配当金 6,090 6,486

受取賃貸料 51,507 51,796

為替差益 6,852 52,504

その他 11,484 15,019

営業外収益合計 81,917 130,552

営業外費用   

支払利息 25,243 19,391

債権売却損 13,793 9,985

租税公課 7,217 7,407

その他 14,594 16,174

営業外費用合計 60,849 52,959

経常利益 710,524 1,044,043

特別利益   

固定資産売却益 20,029 7,383

為替換算調整勘定取崩益 44,017 －

特別利益合計 64,046 7,383

特別損失   

固定資産売却損 2,325 6,522

固定資産除却損 7,238 8,495

減損損失 － 158,000

特別損失合計 9,563 173,017

税金等調整前四半期純利益 765,008 878,408

法人税、住民税及び事業税 123,916 199,009

法人税等調整額 △25,566 3,593

法人税等合計 98,349 202,602

四半期純利益 666,659 675,806

親会社株主に帰属する四半期純利益 666,659 675,806
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 666,659 675,806

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 8,164 64,492

為替換算調整勘定 △178,925 △995,517

退職給付に係る調整額 △16,743 7,507

その他の包括利益合計 △187,504 △923,517

四半期包括利益 479,154 △247,711

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 479,154 △247,711

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半期

連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高

 
 前連結会計年度
（平成28年３月31日）

 当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形割引高 198,530千円 234,377千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 722,005千円 651,425千円

 

 

（株主資本等関係）

 　 前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

　該当事項はありません。

 

 　 当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 91 6  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

　　　当社グループの事業はプレス加工品関連事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 435円07銭 441円06銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 666,659 675,806

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
666,659 675,806

普通株式の期中平均株式数（株） 1,532,290 1,532,230

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 440円05銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（株） － 3,507

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）１．平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しました。これに伴い、前連結

会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

２．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月10日

株式会社エノモト

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 毛利　篤雄　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 桒野　正成　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エノ
モトの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２８年１０月
１日から平成２８年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年１２月３１日
まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算
書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エノモト及び連結子会社の平成２８年１２月３１日現在の財
政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて
の重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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